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分室名 電話番号 FAX 住所
管轄する
ナンバー
プレート

千早分室

曽根分室

上津分室

庄内分室

092-661-5456

093-473-0177

0942-21-0554

0948-82-1010

092-673-2271

093-472-9159

0942-22-5318

0948-82-4359

〒813-0044 福岡市東区千早3-10-40

〒800-0205 北九州市小倉南区沼南町3-20-1

〒830-0052 久留米市上津町中尾山2203-301

〒820-0115 飯塚市仁保23-44

福岡

北九州

久留米

筑豊

自動車税の申告については、各地区の分室へお尋ねください。

県税事務所分室の所在地
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64

　グリーン化税制の軽課を受けるに当たって特別な手続きは必要ありませ
ん。自動車税の納税通知書は、既に軽課（減税）した税額で送付しています。

　自動車税は４月１日現在の自動車の所有者に課税されます。
　質問のケースでは、３月 31日の時点で前の車の廃車（抹消登録）又は名
義変更（移転登録）の手続きが行われていないことが考えられます。このた
め、下取りに出したところに確認し、抹消登録又は移転登録の手続きを行っ
てください。

届きました。どうしてですか？

県税のしおり
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68

　グリーン化税制の軽課を受けるに当たって特別な手続きは必要ありませ
ん。自動車税（種別割）の納税通知書は、既に軽課（減税）した税額で送付して
います。

　自動車税（種別割）は４月１日現在の自動車の所有者に課税されます。
　質問のケースでは、３月 31日の時点で前の車の廃車（抹消登録）又は名
義変更（移転登録）の手続きが行われていないことが考えられます。このた
め、下取りに出したところに確認し、名義変更手続を行ってください。

届きました。どうしてですか？
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●課税免除について
平成27年4月1日から令和11年3月31日までの期間において、対象鳥獣捕獲員として、狩猟者の登録を受け

る人は、課税免除となります。
また、平成27年5月29日から令和11年3月31日までの期間において、認定鳥獣捕獲等事業者の従事者として、

狩猟者の登録を受ける人は、課税免除となります。

11

　この税は、狩猟の資格を得た人が狩猟者の登録をするときに課税されるもので、鳥獣の保
護などの費用に充てられる目的税です。

43

県税のしおり

県民税の所得割額の納付を要する人

1の人の同一生計配偶者又は扶養親族
（4に該当する人を除く）

県民税の所得割額の納付を要しない人のうち、
同一生計配偶者又は扶養親族ではない人

県民税の所得割額の納付を要しない人のうち、
同一生計配偶者又は扶養親族で、
農林水産業に従事している人

県民税の所得割額の納付を要しない人のうち、
県民税の所得割額の納付を要しない人の
同一生計配偶者又は扶養親族で、
農林水産業に従事していない人

1 16,500円

16,500円

11,000円

11,000円

11,000円

8,200円

8,200円

5,500円

5,500円

5,500円

8,200円

8,200円

5,500円

5,500円

5,500円

5,500円

5,500円

5,500円

5,500円

5,500円

2

3

4

5

39



産業廃棄物税は、より高い排出抑制効果を図るため、排出事業者に税負担を求め、最終処分場（埋立）への搬
入とともに排出に近い焼却施設への搬入に課税します。
なお、簡素な税制で幅広くリサイクルへ誘導するため、中間処理施設のうち、焼却施設への搬入のみを課税

対象としています。

●取扱県税事務所 福岡県博多県税事務所　課税第３課　（TEL：092-260-6006）
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産業廃棄物税の使いみちに関するお問い合わせは、福岡県環境部循環型社会推進課（TEL：092-643-3372）まで

［目的］

・産業廃棄物の再資源化施設整備に対する助成

・リサイクル製品認定制度の運用及びリサイクル
製品の普及促進

・環境研修の実施及びリサイクル関連企業情報サ
イトの運営等

・廃棄物不法投棄等対策専門員による立入検査及
び監視パトロール車による巡回指導等

・排出事業者等に対する監視指導の強化等

・監視業務の高度化や、不適正処理の未然防止等

・保健所設置市（北九州市、福岡市、久留米市）
に対する交付金

・保健所設置市以外の市町村が実施する産業廃棄
物の適正処理推進対策等に対する補助

●産業廃棄物税の使いみち
産業廃棄物税の税収は、その目的である「産業廃棄物の排出抑制・再生利用等の促進その他適正な処理の

推進」のために使われています。
目的を達成するため、「産業廃棄物の排出抑制、リサイクルの促進」、「環境を担う人材の育成と交流」、「産

業廃棄物の適正処理体制の整備」、「市町村の環境行政支援」という4つの項目（4本の柱）のもとに事業を行っ
ています。
次の図は、税収使途事業の一例です。

県税のしおり

進
推
の
理
処
な
正
適
他
の
そ
進
促
の
等
用
利
生
再
・
制
抑
出
排

産業廃棄物の排出抑制、
リサイクルの促進

○産業廃棄物リサイクル施設整備補助事業

○リサイクル製品活用促進事業

環境を担う人材の育成と交流

○環境人材育成・ネットワーク事業

産業廃棄物の適正処理体制の
整備

○産業廃棄物処理指導強化事業

○産業廃棄物不適正処理対策事業

○監視指導強化事業

○産業廃棄物処分業者実務研修事業
・（公社）福岡県産業資源循環協会が開催する研
修会への助成

市町村の環境行政支援

○ 保健所設置市産廃対策交付金

○ 市町村産廃対策支援事業

主な産業廃棄物税　税収使途事業

41



　中間処理施設を経て最終処分場に搬入された場合の税負担はどうなる
のですか？

　中間処理業者が納税義務者となり、税を負担した中間処理業者は処理
料金に「税相当額」を転嫁（上乗せ）して、排出業者に請求することになり
ます。

産てっあで部一の）額金約契託委（金料理処間中、は」額当相税「、おな　
業廃棄物税そのものではないため、消費税の課税対象となります。

46
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宿泊料金
宿 泊 税

領 収 書

税の申告及び納入
（毎月末日締　翌月申告）

宿泊税を払い込むための
納付書及び申告書の送付

充てられる目的税です。

　※市町村が宿泊税を新たに課す場合、県税の税率は宿泊者１人につき100円となります。

●納める人

●納める額

●申告と納税

　この税は、観光資源の魅力向上、旅行者の受入環境の充実その他の観光の振興を図る施策
に要する費用に充てられる目的税です。

福岡県博多県税事務所　課税第３課　（TEL：092-260-6007）
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●宿泊税の使いみち
　　宿泊税は、第三次福岡県観光振興指針で掲げる、以下の４つの施策の柱に基づき実施する観光振興施策
　に活用していきます。

４つの施策の柱 取組内容
（１）受入環境の充実

生産性向上支援
(大浴場のリノベーションによる集客力向上)

○宿泊業における生産性向上の取組を支援

○ユニバーサルツーリズムを推進

　

（２）観光資源の魅力向上

久留米絣の藍染体験

○伝統工芸品産地のオープンファクトリー化を推進

○フィッシングツーリズムを推進

（３）戦略的なプロモーション ○宿泊促進キャンペーンを実施

○「食の王国・福岡」ガストロノミーツーリズムを推進

○欧米豪・中東からの誘客を強化

○観光業の人材育成・雇用促進
（４）観光振興の体制強化

食の多様性対応メニューの開発
(ヴィーガン対応の豚骨風ラーメンセット)

○食の多様性対応の推進

・宿泊業専門アドバイザー等による課題抽出及び改善に向けた伴
　走支援や、宿泊事業者の生産性向上に資する設備導入等の支援

・小石原焼産地における年間を通じた工房見学・製作体験の体制
　づくりを支援
・久留米絣産地のオープンファクトリー情報を国内外に発信

・釣り体験、食事、観光、宿泊を一体化したオールインワン・フ
　ィッシングツアーを、釣り初心者から中級者、富裕層といった
　ターゲットごとに造成

・閑散期の平日に観光客を呼び込む「ふくおか平日おトク旅観光
　キャンペーン」を実施

・食と自然・歴史文化を楽しむガストロノミーツーリズムを推進
　するため、国内外の観光客に魅力的なメニューを開発
・アンテナレストランやクリスマスアドベントを活用し、首都圏
　におけるプロモーションを実施

・フランス、アメリカ、中東等からの旅行者の嗜好に合わせた高
　付加価値な旅行商品を造成するとともに、現地旅行会社へのセ
　ールスや航空会社と連携したプロモーションを実施

・宿泊業の人材不足解消に向けたインターンシップの導入支援、
　合同会社説明会を実施
・宿泊施設従業員を対象としたおもてなし研修を実施

・ベジタリアン・ヴィーガン・ムスリム等が安心して利用できる
　飲食店情報を発信
・「食の多様性」を普及・啓発するため、試食体験セミナーの開
　催や専門家によるメニュー開発に向けた個別支援を実施

・誰もが安心して旅行を楽しめるよう観光施設の段差解消や案内設
　備の充実などユニバーサルデザイン化のための施設改修等を支援
・県公式観光サイトを活用し、ユニバーサルツーリズムに対応して
　いる観光施設やモデルコースの情報を発信

宿泊税の使いみちに関するお問い合わせは、福岡県商工部観光局観光政策課（TEL：092-643-3419）まで
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